
 138

第６章 水俣病事件の総括的教訓 
 
 我々は水俣病事件の歴史的経過を前にして、大きな誤りを繰り返しおかしてきたこと

を率直に認めねばならない。それは、行政のあり方、企業活動など構造的な誤りであっ

た。 
 水俣病の発生は工業の発達と利便さの追求のため、科学技術や化学物質の開発を続け

てきた現代社会の構造そのものに由来するものであった。 
 環境は確実に危険のシグナルを我々に送り続けているのに、これを無視した上、被害

の発生拡大を防ぐ有効な対策をとらなかったばかりでなく、その後の的確なフォローを

しなかったことが、住民に取り返しのつかない健康被害をもたらし、壊滅的な環境破壊

も生んだ。しかも、その悲劇は二度も繰り返された。 
 水俣病の最も厳しい教訓は、発生源と原因物質の確定をめぐる科学論争をたてに、各

省庁の権限関係も障害となって、政治的・社会的に政府の政策決定まで 12 年もかかり、
その間に汚染と被害が拡大し、さらに第二水俣病が発生したことである。 
 原因究明に対する原因企業の非協力や事実の隠蔽、さらに化学工業界、通産省などに

よる学界の権威をまきこんで企業・産業の防衛が行われたが、こうした一連の動きの中

で国と地方の行政、政治、検察、マスコミがどのような役割を果たしたかが深刻に問わ

れている。 
 
１．現場を直接見て、住民から真摯に聞き取ることから始める 
 
 現地の行政担当者のみならず国の担当者は、まず現場に足を運んで環境や人に生じた

異変についての住民の訴えを真摯に聞くことが出発点である。これをもとに健康や環境

の専門家の意見を求め、公正かつ迅速な判断を下すべきである。 
 
２．健康を守ることを優先し、原因の確からしさに応じた行政的決断が求められる 
 
 行政は原因究明のための研究者の調査活動を保障し、その結論に基づき行政の責任と

判断で被害防止策を実施することが基本である。しかし、人命に関わる緊急事態には原

因確定を待ってはいられない場合が多いし、どのような結論にも不確かさは残る。 
 問題解決に責任ある立場にある者は、人の健康を守ることを最優先に考え、原因につ

いてある程度の確からしさを確認したら、その時々で考えられる有効適切な対応を、速

やかにかつ広く積極的に決断実行する必要がある。行政官も政治家も、その決断実行の

責任から逃げることは許されない。 
 いたずらに対応を遅らせることは、結果として一層深刻な被害を生じさせる犯罪的行

為につながりかねない。 
 
３．様々な場面における情報の収集と開示が必要である 
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 事態対応型でなく、原因究明の視点も踏まえ、組織横断的に各方面からの幅広い情報

を収集することは初期にこそ重要である。また、過去の関連情報も徹底的に集め、それ

を関係者に提供するところから始めなければならない。 
 原因究明過程においては、企業や行政の保有する情報を研究者と被害者に開示する必

要がある。特に環境問題のような学際的研究が必要なものには、専門分野を越えた研究

者間の情報交換も不可欠である。 
 また、行政は PRTR システムなどを導入することにより、環境に対する企業側の自主
的努力と情報の公開を促す必要がある。 
 水俣病の経験は、長期的視点に立てば被害防止のための公害防止対策と情報開示は企

業自体の利益につながることを教えている。 
 
４．企業には社会的責任がある 
 
 企業には社会的存在としての責任があり、利益追求のみを活動の目的とすべきでない

ことは明らかである。したがって、いかなる時代にあっても、人の生命に危害を及ぼす

ような企業活動が絶対に許されないことは、自明の理である。水俣病事件は、社会的責

任意識を欠いた企業活動が引き起こした犯罪行為であった。 
 




